
 施設総量の縮減目標の設定

『今後20年間で20％の延床面積の縮減』を目指します。

• 市民１人当たりの延床面積を全国平均レベル（3.2㎡）とするには、
20％以上の縮減が必要

• 将来の改修や更新費用の不足解消には、40年で40％以上縮減が必要
• 「オリンピック施設」は、縮減対象からは除外（引き続き施設の

在り方を検討していく）

長野市公共施設等総合管理計画【素案】（概要版）【基本理念：将来世代に負担を先送りすることなく、より良い資産を次世代に引き継いでいく】

第1章 計画の目的等 本編1P【計画期間：10年間（平成29年～38年度）、対象施設：保有する公共施設等】

第2章 長野市の概要 本編3P 【人口の状況、財政の状況】

第4章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針 本編24P 【指針を再掲】

第5章 施設分類別の管理に関する基本的な方針 本編32P 【指針の内容を再掲】

 基本方針と取組の柱

基本理念を踏まえ、公共施設の現状と課題から次の４つの基本方針とそれぞれの取組の柱に基づき、公共施設マネジ
メントを推進していきます。

区分 施設大分類 重点検討施設と検討の方向性

建物

1. 学校教育施設
小・中学校は、空き教室などの有効活用を一層進めるとともに、地域コミュニティの核となる施設であることを
視野に入れ、他施設との複合化などの集約化を図る。

2. 生涯学習・文化施設
公民館は、地域拠点としての在り方を明確化し、配置・規模を見直し再編。集会施設は、地元への譲渡や他施設
への機能移転など集約化による再編を検討。文化ホールは利用促進、博物館は施設配置や規模を見直し機能集約
など再編を検討。

3. 観光レジャー施設
温泉・宿泊施設は、行政としてのサービス継続の必要性を検討し、利用者数・稼働率の低いものは運営改善を徹
底したうえ、稼働率が低い場合は用途転用や廃止に向け検討。採算性のある施設は民間への譲渡を進める。

4. 産業振興施設 中山間地域の施設は、人口減少や産業振興施策を考慮しつつ適正配置・規模を見直し。

5. 体育施設
社会体育館は、公民館や学校体育館を考慮して集約。市民プールは、老朽化や利用状況に応じて集約化を図る。
小中学校のプールも含めてプール全体として総合的に見直す。

6. 保健福祉施設
高齢者福祉施設は、統合や連携を図り、多世代交流促進の観点から他施設との複合化を検討。保育所は、「公立
保育所の適正規模及び民営化等基本計画」に基づき取り組む。

7. 医療施設 診療所：地域人口や他医療機関受診動向から適正配置や規模・施設運営を見直し。

8. 行政施設
支所は、老朽化した施設の更新は複合化や多機能化を推進し、市民サービスの向上を図り、適正規模・配置を検
討、窓口機能はICTを活用。教職員住宅は、老朽化し入居率が低いものを順次廃止。

9. 市営住宅等 市営住宅：公営住宅等ストック総合活用計画に基づく住宅戸数の段階的に縮小。

11. オリンピック施設 予防保全による長寿命化と多目的利用の促進。スパイラルは早急に在り方を検討。

12.インフラ施設 技術的な工夫で費用を低減、最適な維持管理に取り組む。

基本方針を踏まえ、全ての施設の検討を進めていきますが、次の施設分類の中で特に重点的に検討すべき施設群の方
向性を示します。

本計画は「長野市公共施設白書（以下【白書】）」で明らかになった現状と課題や「長野市公共施設マネジメント指
針（以下【指針】）」で示したマネジメントの基本的な考え方に基づき、本市が所有する公共施設等の総合的かつ計画
的な管理の推進のための中長期的な方向性を定めるものです。

また、本計画は「長野市総合計画」をはじめ、「都市計画マスタープラン」などの関連する計画との整合を図るとと
もに、長野市行政改革大綱と連動させ、各施設面の取組に関する横断的な計画とするものです。

公共施設に関する市民意識（平成26年10月実施）本編17P 

 5千人を対象とした市民アンケート

今後40年間の改修・

更新費用

総額 約1兆730億円

公共施設
5,858億円

（146.5億円／年）

現状の投資的経費の
約1.8倍

道路・橋りょう
1,598億円

（40億円／年）

上水道管
1,835億円

（46億円／年）

下水道管
1,439億円

（36億円／年）

できるだけサービスを維持しながら施設の見
直しを行う必要があると考えますが、どう思
いますか？

オリンピック施設の将来について、どのように
お考えですか？

施設の利用を

増やす努力を

行い、結果を

見て見直しを

行う

51.3%

回答数 =2,976

施設の複合化・多機能化を進めていくと、サー
ビスを受ける場所が、現在ある施設の場所から
遠くなることも考えられます。このことについ
てどう思われますか？

バス等公共交

通による移動

手段が確保で

きれば、賛成

59.7%

回答数 =2,976

公共施設の将来の改修・更新費用の推計

普通会計歳出（性質別）の推移

第3章 公共施設等の全体像 本編7P 【白書の内容を再掲】

公共施設の施設分類別延床面積 公共施設の建築年別の整備状況

今後、人口の減少や少
子高齢化が進み、扶助費
など社会保障関連経費の
増加が想定される中、現
存する全ての公共施設を
将来にわたり維持してい
くための財源を確保し続
けていくことは、極めて
難しいと考えられます。

基本方針1 『施設総量の縮減と適正配置の実現』

（1）施設総量の縮減（2）新規整備の抑制（3）施設の複合化・多機能化の推進（4）地域特性等を踏まえた施設配置

（5）広域的な連携

現在、市が所有しているすべての公共施設を将来にわたり維持していくことは、財政負担が大きく、困難な状況にあります。公共施設の最適化のため、
建物については人口動向に応じた施設総量（床面積）に縮減します。大規模改修や建替え等に合わせて複合化や多機能化により、施設総量の縮減を図ると
ともに、新規整備は抑制します。住民自治協議会など地域活動の拠点機能は確保しつつ、１地区１施設といった従来の画一的な考え方から脱却し、地域特
性等を踏まえて効果的・効率的な施設配置を進めます。さらに、国・県、周辺市町村を含めた広域的な施設利用連携も検討します。

基本方針2 『計画的な保全による長寿命化の推進』

（1）ライフサイクルコストの縮減（2）長寿命化基本方針の策定（3）施設点検マニュアルの策定（4）耐震化の推進

（5）（仮称）公共施設等総合管理基金の創設

今後も活用する施設については、壊れたら直す対症療法的な維持管理から、日常の管理や定期的な点検を適切に行うなど、計画的な予防保全に維持管理
方法を転換します。使用期間を長期化し、建物の建設から廃止・除却までにかかる費用＝ライフサイクルコストを縮減するため、長寿命化計画を策定し
て将来コストの平準化を図ります。施設職員が利用する点検マニュアルを策定するとともに、公共施設更新費用を確保する一つの方策として、特定目的
基金を創設します。

基本方針3 『効果的・効率的な管理運営と資産活用』

（1）施設利用の促進（2）管理運営の効率化（3）受益者負担の適正化（4）遊休施設等の積極的な利活用

公共施設は、日常的な施設運営や維持管理にも多額の経費を要しています。利用者数や稼働率が低い施設は、運営方法等を改善して利用促進を図り、そ
れでも利用が低い場合は統合・整理に向けて検討します。指定管理者制度やPFI等の民間事業者のノウハウ活用で、より効果的・効率的なサービス提供を
進めます。大規模施設は設備改修で光熱水費の軽減を図り、施設利用者の利用料金など受益者負担の適正化も再検討します。遊休施設は売却を含め活用策
を検討し、維持する施設においては広告事業や命名権の導入など広告料収入の拡充に積極的に取り組みます。

基本方針4 『全庁的な公共施設マネジメントの推進』

（1）庁内推進体制の強化（2）財政との連動（3）施設情報の一元化（4）職員意識改革の推進

全職員が共通認識のもと、施設所管の縦割り意識を排した全庁的なマネジメントを推進します。公共施設マネジメント統括部署が、横断的調整機能や総
合的資産管理機能を強化し、トップマネジメントのもと取組みを推進します。研修を通して職員の意識改革に努めます。マネジメントにより策定した計画
の実施にあたり国の財政支援を積極的に活用します。施設関連予算に一定の制約を設け、縮減目標に効果的な施設整備に予算措置するなど財政との連動を
図ります。また、施設情報データベースを活用して各種マネジメント計画に反映します。

• 生産年齢人口の減少による施設更新費用等に係る将来世代の負担増
• 社会保障関係経費の増大による、公共施設を維持管理する財源の枯渇

年齢３区分別人口の推移と将来推計
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公共施設等の保有量

 公共施設（建物）
・施設数（床面積）：815施設（154万㎡）

⇒市民1人当たり約4.0人／㎡
（全国平均：3.2人／㎡）
⇒築30年以上経過施設：全体の44%

 インフラ施設
・道路：4,412km（平成23年）

⇒市道総延長は中核市でトップ
・橋りょう：1,899橋（平成24年）
・上水道管：1,839km（平成25年）

⇒10年後に約4割が耐用年数経過
・下水道管：2,454km（平成25年）

20%縮減 施設を縮減

しないとき

市民1人
当たりの

延床面積

5.1㎡

施設を縮減

したとき

市民１人

当たりの

延床面積
4.0㎡

平成52年見込み

人口30.2万人

平成25年4月

人口38.5万人

市民１人
当たりの

延床面積

4.0㎡

人口減少

総

延
床

面

積

平成28年12月27日 公共施設適正化

検討委員会 資料 １－２



公共施設等について、日常の維持管理や定期的な点検・診断を適切に行うなど、予防保全的な維持修繕を徹底し、長
寿命化を推進することにより安心・安全な施設維持に努め、財政負担の軽減と平準化を図るための基本方針を定めます。

 目標使用年数の設定

目標使用年数に合わせた計画的工事により、必要最小限の回数と経費で工事を実施しライフサイクルコストを低減し
ます。建物の多く（57％）を占める鉄筋コンクリート造の耐用年数をもとに、目標使用年数を８０年とします。

 改修周期の設定

長寿命化に必要となる計画的保全の観点から、建物の定期的な改修周期を設定します。

時間

＊構造耐久性調査を行い、80年の使用に耐えうると判断された施設のみ長寿命化改修を実施します。

公共施設（建物）の再編・再配置に向け、より具体的な方向性を第一次再配置計画として示します。以後10年ごとに

第二次、第三次計画を順次策定し、おおむね3年ごとに進捗状況により見直すこととします。
最も多くの延床面積を占める学校施設について、「活力ある学校づくり検討委員会」の検討結果を踏まえ、機能移転

や複合化による他の施設の小中学校への集約化を検討していきます。

第6章 公共施設等長寿命化基本方針 本編43P 第7章 公共施設再配置計画 本編73P （第一次：平成29年度～平成38年度）

中規模
改修

竣工後20年と60年目を目途に実施す

る改修で、屋上防水や外壁補修、設備機

器の更新などを行います。主に建物の機

能回復を目的とします。

長寿命
化改修

竣工後40年目を目途に実施する改修

で、中規模改修の項目のほか、給排水管

の更新、空調ダクトの更新、躯体の中性

化対策などを行います。

主に建物を現状の社会的要求水準まで

高めること、以後40年間の使用に耐え

うるものとすることを目的とします。

使用年数80年の改修周期イメージ

学校施設の長寿命化計画策定の手引きと解説をもとに作成

長寿命化のイメージ

更新費

修繕費

現状

長寿命化（建物の延命）
⇒長寿命化により、毎年度の負担を軽減

財政負担の平準化
⇒計画的な保全・更新を行い、

毎年の負担を平準化

 学校施設への集約化シミュレーション

現在の小学校および中学校へ半径1km内の地域施設

（公民館、集会所、支所、児童センター、など）を集約し
た場合の縮減効果をシミュレーションしました。
• 地域施設の集約により、約11％の縮減効果
• 目標の施設総量２０％縮減には、地域施設の集約だけ

でなく、広域施設等の床面積を約９％縮減する必要が
あり、小中学校の統廃合も検討が必要

学校施設への集約イメージ 定量的分析の実施

『一次評価』

⇒劣化度・保全度
利用度・運用費用度

『二次評価』

⇒公益的か私益的か
義務的か裁量的か

一次評価ポートフォリオ

施設の特性に応じた合意形成の手法 市民ワークショップの実施

地域のにぎわいやまちづくりにつながる公共施設の在り方や、地域交流の促進を

生み出すアイデアなど様々な意見を出し合いました。
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 施設類型ごとの改修更新周期の設定

• 木造施設は、目標使用年数を40年とし、竣工から20年
目を中規模改修時期とする

• 非木造施設のうち、旧耐震基準の既存施設は原則長寿命
化せず、使用年数を50年とする

 計画的保全の基本方針

• 各施設における「中長期保全計画」を作成し、適切な日
常点検等を実施する

• コストマネジメントの実践
⇒改修・修繕の優先順位付けによる財政負担の平準化、

施設量の削減、省エネ対応機器の導入
• 施設情報（点検・修繕履歴、光熱水費など）の一元管理

 インフラ施設の長寿命化 本編64P 

インフラ施設を将来にわたって適切に維持保全するために、以下の３つの基本方針を示します。

①機能回復を図る「予防保全」と機能性の向上を図る「改良保全」を計画的かつ継続的に推進
②施設の重要度（リスク評価）など優先順位付けによる財政負担の平準化の実施
③点検・修繕履歴など施設情報のデータベースの構築

 施設更新時の取り組み

• 表壁面から鉄筋までのコンクリートを厚くし、長寿命
化に対応できる躯体とする

• ランニングコストの削減に配慮した設計を行う
• 間仕切りなど用途変更に柔軟に対応できる設計を実施

する
• 建物の企画、基本設計時点で建物自体の更新時期、設

備等の更新周期をあらかじめ想定し、建物建設後の費
用が低減できるよう配慮する。また、効果的な省エネ
ルギー設備の導入も積極的に進める

• 施設を更新する際は、将来の施設需要を考慮し、適正
な規模による更新を実施する

インフラ施設の長寿命化計画 計画対象期間 主な対象施設

長野市道路施設等長寿命化修繕計画（仮称） 平成24年～
橋りょう（1,820か所）、市道舗装（227路線・200㎞）、道路照明（1,170か所）、
横断歩道橋（11か所）、トンネル（6か所）、駅関連施設、市道函渠・覆道

長野市土地改良施設インフラ長寿命化計画 平成28年～平成32年
農道（55路線・10.2km）、橋りょう（12か所）、ため池（187か所）、排水機場
（24施設）、農集排処理施設（22施設）、水路・頭首工

林道施設に係る個別施設計画 （平成31年度までに策定） 橋りょう（41か所）、トンネル（3か所）

長野市水道ビジョン（改訂版） 平成26年度～35年度
水道管（2,448㎞）、水源（64か所）、浄水場（22か所）、配水池（254か所）、ポン
プ施設（125か所）

長野市下水道10年ビジョン
平成23年度～32年度
（改訂版平成29年度～38年度）

単独公共下水道（管渠総延長 ７５０．９㎞）、流域関連公共下水道（管渠総延長
１,２８４．９㎞）、特定環境保全公共下水道（管渠総延長 １２８．１㎞）、処理施設及び
汚水ポンプ場（処理施設6か所、汚水ポンプ場３か所）、雨水渠施設（管渠総延長 １８１．
３㎞、雨水ポンプ場 １４か所、雨水調整池 ８か所）

下水道ストックマネジメント計画
（汚水管渠施設）

（1期）平成26年度～平成30年度
（2期）平成31年度～平成35年度

単独公共下水道（管渠総延長 750．9㎞）、流域関連公共下水道（管渠総延長 1,284．9
㎞）、特定環境保全公共下水道（管渠総延長 128．1㎞）

下水道ストックマネジメント計画
（汚水処理施設、汚水ポンプ場、マンホール
ポンプ場）

東部（1期）平成24年度～平成29年度
東部（2期）平成26年度～平成31年度
安茂里・戸隠平成27年度～平成32年度

東部終末処理場、安茂里ポンプ場、戸隠高原浄化センター

下水道ストックマネジメント計画
（雨水ポンプ場、排水機場）

（平成30年度策定） 雨水ポンプ場（下水道施設12か所）、排水機場（河川施設18か所）

長野市公園施設長寿命化計画 平成26年度～平成36年度 対象公園数 （189都市公園 ）対象施設数 （12,793（基・棟））

 施設分類別の再配置計画（P3・P4参照）

「指針」の基本方針、施設分類別の方向性と定量的分析
の結果を参考にしながら定めました。
• 施設中分類別の具体的な検討の方向性および既に決定

している個別施設に係る計画の概要を示す
• 計画策定時において、個別施設に関する計画の検討が

進んでいない施設についても、引き続き、施設分類別
または地区別に検討を進め、随時計画に加えていく

 市民合意形成に向けた取組 本編117P 

• モデル地区による再編・再配置の検討
⇒本計画を実行に移していくため、モデル地区として「芋井地区」を選定し、施設のより詳細な現状把握や分析、

市民ワークショップを開催するなど施設再配置の検討を行いました。
• モデル施設群における検討（屋外市民プール）

⇒モデル施設群として分析した結果を、屋外市民プー ル再配置検討の議論のきっかけとし、今後具体的な 整備計
画を策定していきます。

• 施設の特性に応じた合意形成の手法
⇒利用者の範囲や地域の状況などから、公共施設を『地域施設』『ブロック施設』『広域施設』に分け、市民合意

形成手法を検討しながら、各施設の性質に応じた再編・再配置を進めます。
• 市民合意形成のための情報発信 ⇒出前講座、啓発リーフレット、市民シンポジウム開催等を実施します。
• 民間活力の導入

⇒類似するサービスを提供する民間施設が多数存在する分野については、今後は、行政が建物を保有せずに、民間
施設との連携を促進するなど、民間活力を活用していきます。また、PPP/PFIの導入を積極的に検討します。

↓前橋工科大学堤研究室による再配置案

長野俊英高等学校漫画研究部の協力を得て「マンガでわかる！公共施設マネジメン

ト指針」を制作しました。また、マネジメント・ニュースレターを創刊し、取組の進
捗等について積極的に情報発信していきます。

市民合意形成のための情報発信



1. 学校教育施設 本編80P

小学校・中学校の再編

「学校長寿命化計画」（計画期間H32年～41年）をH31年度までに策定し、老朽化対策を進める。

小規模校・過小規模校は「活力ある学校づくり検討委員会（学校教育課）」（H28～29年度）の検討結果を踏まえ「学校長
寿命化計画」に反映する。
少子化に対応した適正規模・配置等の見直しを進め、個別施設の整備計画を作成する際には、施設規模の適正化や周辺施設と
の複合化などを図り、総量縮減に努める。

廃校・休校の活用策の検討 廃校・休校となっている学校施設の活用策（廃止・転用含む）を検討する。「芋井小学校第一分校」「旧芋井中学校」は芋井
地区モデル事業の中で活用策を検討する。

高等学校 平成29年4月からの中高一貫校化に伴う改修を最小限に留め、計画的保全を実施する。

給食センターの再編
第四学校給食センター建設（平成29年度供用開始予定）に伴う再編事業を進める。

再編事業が終了した段階で、児童・生徒数に応じた施設規模を考慮した給食センターの再配置を検討する。併せて中山間地の
共同調理場についても、児童・生徒数の動向を見ながら方向性を検討する。

個別施設の計画・施設名 計画の内容 計画の日程

第一学校給食センター【築30年】 改築
H29～30年度改築工事
H31年度供用開始予定

第三学校給食センター【築38年】 「第四学校給食センター」へ統合 H30年度をもって廃止

豊野学校給食センター【築26年】 「第四学校給食センター」へ統合 H28年度をもって廃止

大岡農村文化交流センター【築20年】 大岡小・中学校の在り方と連動して山村留学事業について検討する。
「活力ある学校づくり検討委員会」（H28～

29年度）の結果を踏まえ検討

教育センター【築35年】 センターの役割を踏まえて施設のあり方などを検討する。

理科教育センター【築35年】 博物館のリニューアルに合わせて、施設のあり方などを早期に検討する。

青少年錬成センター【築35年】 ハーブ栽培等、地元住民を交えた事業展開を図る。ただし、老朽化が進み利用
者の急激な増加も見込めないことから、改築は行わないこととする。

2. 生涯学習・文化施設 本編83P

公民館の再編

本館は、社会教育や生涯学習の拠点として、改築・改修により維持する。支所等との複合化も検討し、老朽化等緊急度の高い
ものから順次改修・改築する。
分館（分室・別館）は、基本的に改築は行わず、必要最小限の改修・修繕を行いながら、近隣の分館との統合や地区への払い
下げ（無償譲渡）、コミュニティ施設への転用などの可能性を検討していく。老朽化等建物の状況を踏まえ廃止を進める。
また、公民館を地域の活動拠点として、より幅広く利用できる施設にするための方法等を検討する。

長野市立博物館の再編【築35年】
資料収蔵庫を増設し資料の増加に対応するとともに、常設展示室を全面的にリニューアルし、新たな情報の発信を図る。
「大岡歴史民俗資料館」「豊野資料収蔵室」「信級文化財収蔵庫」「日原文化財収蔵庫」は、今後も保存していくべき資料を

本館に移設後、今後10年以内を目途に廃止する方向で検討する。

個別施設の計画・施設名 計画の内容 計画の日程

芹田公民館【築55年】 「芹田支所」と一体整備を行う。
H29年度実施設計、H30～31年度建設工事、
H31年度解体・外構工事

篠ノ井公民館【築38年】 「 篠ノ 井市民会館」 を廃止解体 し、「 篠ノ井支所 」「篠 ノ井老人福祉セン
ター」と一体整備を行う。

H29～30年度建設・解体工事、
H31年度外構工事

中条公民館【築37年】 「中条支所」「中条診療所」「中条会館」と一体整備を検討する。
H29年度実施設計、H30年度解体・機能移

転、H31～32年度建設・外構工事

城山公民館別館【築50年】 城山公園再整備計画に合わせて一体整備を検討する。 城山公園再整備計画の検討を踏まえて事業化

芋井公民館【築27年】 芋井地区モデル事業の中で活用策を検討する。

中条会館【築46年】 「中条公民館」「中条支所」「中条診療所」と一体整備を検討する。
H29年度実施設計、H30年度解体・機能移
転、H31～32年度建設・外構工事

豊野東部地区集会所【築17年】 区事務所として蟹沢区に譲渡することが可能か、地元との協議を進める。 H32年度までに検討（指定管理期間）

人権同和教育集会所（１６施設）

【築30～44年】
各集会所運営委員会や関係団体から意見を聞き、廃止を含めて今後の在り方を
検討する。

H31年度までに検討

篠ノ井市民会館【築50年】 「篠ノ井市民会館」を廃止し、仮称篠ノ井総合市民センター用地とする。 平成29年度解体工事

南部図書館【築38年】 篠ノ井駅周辺のまちづくりの拠点とすることを視野に、改築する方向で検討を
進める。

戸隠地質化石博物館【築34年】 戸隠地域の観光施設や、国・県の環境保全施設等への施設や資料の提供なども

視野に入れ、廃止を含めてあり方を検討する。
今後10年以内を目途に検討

中条歴史民俗資料館【築37年】 中条支所・公民館などの複合施設整備に伴い廃止の方向で検討を進める。 H29年度中に廃止予定

ミュゼ蔵【築20年】 地元と活用策に取組みながら、平成33年度までは引き続き運営する。
H33年度末賃貸借契約を終了し、H34年度

から地元で運営を担ってもらう

真田宝物館【築53年】 観光拠点施設として、真田公園一帯の再編や複合化・多機能化を含めた、施設
整備拡充の検討を進める。

史跡松代城跡第2期整備（H28～32年度）
終了後の整備を検討

象山記念館【築50年】 「真田宝物館」に機能を統合して施設を廃止する。 真田宝物館の改修整備に併せて検討

柳町働く女性の家【築28～39年】 勤労者女性会館しなのきを含めた移転先を検討したうえで廃止を検討する。 H33年度を目途に検討

勤労青少年ホーム（３施設）

【築33～45年】
他施設と類似の講座も多いため、利用状況を踏まえ、近隣施設との複合化等を

検討する。

サンライフ長野（中高年齢労働者福祉セ

ンター）【築32年】
「新大豆島複合レジャー施設」及び「芹田総合市民センター」へ機能を移転す
ることにより、廃止または転用を検討する。

中条音楽堂【築28年】 利用状況等を踏まえ、施設の在り方の検討を進める。 H30年度までに検討

フルネットセンター【築20年】 平成28年度末で廃止する。保健所の機能強化を図る施設として 転用する。

少年科学センター【築31年】 信濃美術館再建に伴う、城山公園一体の再整備検討の中で在り方を検討する。

（仮称）後町ホール 「旧後町小」の跡地に多目的ホール、屋台庫等の機能を有する施設を建設する。平成29年度末竣工予定

 施設分類別の再配置計画

「指針」の方向性をより具体化するとともに、重点的に検討すべき施設群以外の施設群について方向性を示します。また、今後10年間の取組の方向性が出ている個別施設の方針と計画の日程を示します。

3. 観光・レジャー施設 本編88P

温泉保養・宿泊施設の再編
観光需要が高い施設については、普通財産化し、売却（譲渡）、貸付等による民間活用を図っていく。
観光客より地域住民の利用が高い施設（住民の健康増進・交流促進を目的とする施設）が多いことから、観光需要が低い施設

については、所管換えや用途廃止を含めたあり方を検討する。

個別施設の計画・施設名 計画の内容 計画の日程

松代荘【築18年】 松代公共施設再編 プロジェクトにおいて 「松代老人憩の家」「保健訓練セン

ター」など周辺施設と一体的な整備拡充を検討する。

鬼無里ふるさとの館【築29年】 用途転用も含めた活用、及び、廃止を検討する。 H29年度を目途に検討

品沢高原【築46年】 普通財産であり、地元で活用方法が無ければ廃止を進める。 H29年度を目途に検討

大岡アルプス展望ふれあいセンター

【築24年】
普通財産であり、借用者が無ければ廃止する。

大岡観光施設（パノラマホテル）

【築19年】
本施設を中心に、大岡地区の観光施設再編を検討する。

さぎり荘【築26年】萩野森の家【築25

年】犀川交流センター【築41年】青少

年旅行村【築41年】

信州新町地区にある観光宿泊３施設を「さぎり荘」へ集約し廃止する。 H29年度を目途に検討

戸隠民舞伝習施設【築33年】 荒倉キャンプ場と同様に、地元区への譲渡を進める。

飯綱高原スキー場【築51年】

飯綱高原キャンプ場【築6年】
飯綱高原観光施設リニューアルプランを作成するため、総量縮減を前提とし、
地元や関係者（検討会）で検討する。

聖山オートキャンプ場【築19年】 将来的には戸隠キャンプ場へ集約する方向で施設の在り方を検討する。

大峰城【築54年】 敷地が国有林であり、廃止・返還には解体・植林等、多額の費用が発生する。

後利用・廃止について慎重に検討する。
H19年度に廃止され休館中

アルプス展望公園施設【築24年】 現在の指定管理期間満了のH31年度までは維持し、以後普通財産化して貸付に
よる活用を図ることを含めて検討する。

茶臼山動物園城山分園【築55年】 信濃美術館再建に伴う、城山公園一体の再整備検討の中で在り方を検討する。

4. 産業振興施設 本編92P

個別施設の計画・施設名 計画の内容 計画の日程

芋井農村環境改善センター（支所合築）

【築39年】
芋井地区モデル事業の中で活用策を検討する。

大岡特産センター(道の駅）【築27年】 道の駅３施設は地理的に近く差別化も図りにくい。利用実態を踏まえ、最も効
果的・効率的なサービス提供について、施設存続の有無を含め検討する。

H28年度に検討

信州新町地場産業振興市場(道の駅）

【築29年】
地元事業者等民間への譲渡を検討する。 H33年度以降に検討（指定管理期間）

大岡活性化センター【築21年】 利用時間延長を試行したうえで、利用状況や地域の意向をふまえ、廃止を含め
てあり方を検討する。

H33年度を目途に検討

戸隠そば博物館、鏡池園地総合案内施設

戸隠展望苑休憩施設【築25年】
既存建物の転用や類似施設の集約化・統廃合・民間譲渡の可能性を検討する。

閉館中の展望苑休憩施設を先行し検討する。

戸隠交流促進施設【築21年】

（交流促進センター、炭焼体験施設）
既存建物の利用可能性や類似する施設の集約化及び統廃合、譲渡の可能性につ
いて検討する。

H33年度までに検討（指定管理期間）

菜園滞在施設（中ノ在家・椛内・川口・桜

清水・芦沼北菜園滞在施設、大岡中ノ在家ク

ラインガルテン）【築11～20年】

H26年度包括外部監査の意見（民間へ売却、施設廃止も含めた検討が必要）も
踏まえ、今後のあり方を検討する。

大岡農水産物処理加工施設【築29年】 次期指定管理期間満了するH35年度までに、廃止を含めて在り方を検討する。 H３４年度までに検討

長野地域職業訓練センター【築30年】 施設の一部が長野東バイパス拡幅工事の事業用地になるため、対応策を検討す

る。

ジビエ肉処理加工施設 新たに施設を整備する。 H29年度設計、H30年度建設

5. 体育施設 本編94P

社会体育館・屋内運動場の再編

市街地等の稼働率が高い体育館は老朽対策を行いながら継続する。
H26年度包括外部監査の意見などを踏まえ、稼働率が極端に低い施設は、規模、老朽度、カバーエリア、学校体育館の状況

などを考慮し、廃止や地元譲渡を検討する。
中山間地域の体育館は、合宿等のニーズも考慮しながらH29年度に案を作成し、H30年度以降市民や地域の意見を聞き、

H31年度を目途に案を決定する。

市民プールの再編
H26年度包括外部監査の意見などを踏まえ、効率的に活用されていない施設の廃止を検討する。

再配置計画モデル施設群として、H28年度に案を作成し議論のきっかけづくりを行う。H29年度以降市民の意見を聞き、
H30年度を目途に統廃合案を決定する。（鬼無里、信州新町については、学校プールとも調整を行う）

個別施設の計画・施設名 計画の内容 計画の日程

芋井体育館【築30年】 芋井地区モデル事業の中で活用策を検討する。

戸隠運動場（管理棟） 地元への譲渡又は廃止を検討する。

（仮称）

健康・レジャー施設及び複合施設
通年型屋内レジャープールを新たに建設する。 H30年供用開始予定
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6. 保健福祉施設 本編96P

老人福祉センターの再編 高齢者の増加が見込まれ、生きがい・健康づくりや地域福祉活動の拠点としての必要性があるが、公民館などでも同様の事業

を実施しており、公民館等との統廃合で機能集約を図る方向で検討する。

老人憩いの家の再編
施設利用者の対象範囲がより広い公民館等へ講座事業を集約し、入浴機能については同様の施設への機能集約を図る等、施設
統合や廃止を含めて検討を進める。
危険区域ではない温泉施設については、健康維持への効果を判断しながら改修も検討する。

デイサービスセンター等の再編
民間事業者が参入しない中山間地域の施設は維持する。
民間事業者が参入している地域では、施設売却又は廃止を検討する。

高齢者生活福祉センター及び高齢者共同生活支援施設については、将来的に利用ニーズが減少した施設から順次廃止する。

障害福祉施設の再編 障害者福祉計画に基づき施設運営を行っており、計画は三年ごとに見直している。
補助金など国の施策も見据えながら、市全体で施設の配置などについて検討する。

保健センター等の再編
整備済みの8保健センターは、地域における保健サービスを提供する拠点として施設の長寿命化を図りつつ、維持する。
合併に伴い増えた4保健センターのうち、豊野・戸隠・大岡の3センターについては個別に計画を策定する。鬼無里保健セン
ターは支所内に併設されているため当面維持とし、将来的には他の保健センターとの統合も想定し、あり方を検討する。

児童館・児童センターの再編
小学校区ごとに、施設の集約化などを検討する。
既存施設の更新は単独で行わず、原則、複合施設とすることから、施設の利用実態や運営方法を踏まえ、複合化や多機能化の
可能性を検討する。小学校内に多目的棟を建設する際には、原則児童館機能も含めた施設とする。

保育園の再編

長野市公立保育所の適正規模及び民営化等基本計画（H25～34年度）に基づき、施設の適正配置及び民営化を進めている。
H25～H29年度の前期に公立園5園の民営化を進め、概ね3年間の運営委託後、完全民営化する。
H30～35年度の後期については、小規模園の統廃合や複合化、将来的な公・私立園の機能分担なども視野に入れ、H28年度
中に基本的な方向性を示す。

個別施設の計画・施設名 計画の内容 計画の日程

篠ノ井老人福祉センター【築28年】 「篠ノ井支所」「篠ノ井公民館」と一体整備を行う。移転した老人福祉セン
ターの跡地の利用を検討する。

H29～30年度建設・解体工事
H31年度外構工事

吉田老人福祉センター【築19年】 一体的な管理運営を進めながら、老人福祉センター機能を公民館に統合するこ
とを検討する。

H31年度を目途に検討

戸隠老人福祉センター【築44年】 老朽化と耐震強度不足から、戸隠保健センターへ移転統合する。移転後の建物
は、耐震改修後、戸隠福祉企業センターへ転用する。

H28年度末に移転

H29年度から保健センター内でふれあい交流
ひろばとして事業を継続

大岡老人福祉センター【築30年】 老人福祉センター機能は、ふれあい交流ひろばとして大岡保健センターへ移転
統合する方向で検討を進める。

H28年度に検討

松代老人憩いの家【築37年】 周辺の公共施設との統廃合を図りながら、総量縮減に努めるよう検討する。 H28年度に検討

茂菅老人憩いの家【築35年】

若槻老人憩いの家【築39年】

新橋老人憩いの家【築38年】

土砂災害警戒区域の指定があり、統廃合を検討する。 H29年度までに検討

ななせ仲まち園【築30年】

栗田園 【築 40年 】（ 旧長野市愛 の 樹

園）

芹田地区にある「ななせ仲まち園」と「栗田園」の就労支援事業を統合移転し、

放課後等デイサービス事業と合せた、複合型障害福祉施設とする方向で検討す
る。

篠ノ井愛の樹園【築38年】

ふたば園【築31年】
今後老朽化が進んだら、両施設の更新を併せて検討する。

戸隠保健センター【築16年】 戸隠老人福祉センターを、ふれあい交流広場として保健センターへ移転・統合
する。

H29年度運用開始

大岡保健センター【築21年】 大岡老人福祉センターをふれあい交流ひろばとして保健センターに移転・統合
する方向で地元と協議する。

豊野保健センター【築33年】 利用者の移動が比較的容易である東部保健センターへの統合など、今後10年以
内に施設のあり方を検討する。

若穂保健ステーション【築21年】 将来的に松代保健センターへの統合、地元への譲渡又は隣接する支所、公民館

との複合化・多機能化を検討する。

（仮称）中部保健センター 芹田総合市民センター完成後、現芹田支所の移転跡を候補地とし、新しく施設
を整備する。

H31年度供用開始予定

保健保養訓練センター【築36年】 施設設置当初の意義、役割が薄れてきていることから、廃止を含めてあり方を
検討する。

芹田児童センター【築45年】 「芹田小学校多目的棟」に移転・統合した後、廃止する。
H28～ 29年度芹田小学校多目的棟建 設 、
H29年度センター機能移転、H30年度解体

影山児童館 建物解体後、売却を行う。 H28年度中売却

真島児童館【築50年】

朝陽児童センター【築41年】
小学校の改修等に併せ、児童館機能を小学校内に確保する。

芋井児童センター【築45年】 芋井地区モデル事業の中で活用策を検討する。

皐月保育園【築42年】 県道拡幅事業により移転改築。県短期大学付属幼稚園との幼保連携型こども園
設置に係る連携協定書を締結。公共施設最適化事業債を活用し建設する。

H28年度地盤調査、基本設計・実施設計
H29年度新園舎建設、H30年新園開園予定

大岡保育園【築39年】 現在休園中。基本計画（後期）の中で今後の方針を示す。 H28年度に検討

保育園 、三輪【 築 21年 】川 田保育園

【築17年】下氷鉋保育園【築31年】
園舎等の譲渡を終え民営化を完了した。

保育園 、子 供の 園 【築 35年 】川 中 島

【築32年】若槻【築45年】豊野みなみ

【築34年】中御所【築44年】

H28～H31年度まで社会福祉法人による概ね３年間の運営委託を行い、園舎等
の無償譲渡及び土地の無償貸付による完全民営化を予定している。

芋井保育園【築33年】 芋井地区モデル事業の中で活用策を検討する。

篠ノ井こども広場【築49年】 今後、篠ノ井地区の公共施設再配置を進める中で、移転改築や複合化の可能性
を検討する。

母子休養ホーム【築30年】 老朽化が進み利用者も減少していることから、利用団体等と協議し、今後のあ
り方を決定する。

5年以内を目途に検討

戸隠福祉企業センター

（本場・東の原分場）【築47年】
戸隠地区の福祉施設の再編により、現老人福祉センターの建物を耐震化・内部
改修を実施し、戸隠福祉企業センターの本場と分場を統合し移転する。

H28年度実施設計、H29年度改修工事
H30年度移転、福祉企業センターを解体

7. 医療施設 本編104P

診療所の再編
地域医療の拠点であることから、診療状況（件数など）や地域の人口推移等を踏まえ、毎年度、適正な施設の配置や規模につ
いて検討するとともに、医療スタッフの配置や診療時間の運用等の見直しを実施し、効率的な施設運営を行う。
年間診療件数が年々減少し、地域における医療需要が少ない状況になった診療所は、廃止に向けた検討を進める。

個別施設の計画・施設名 計画の内容 計画の日程

中条診療所【築60年】 「中条公民館」「中条支所」「中条会館」と一体整備を検討する。
H29年度実施設計
H30年度解体・機能移転

H31～32年度建設・外構工事

8. 行政施設 本編106P

支所・連絡所の再編
住民サービスの維持向上や都市内分権の推進・コミュニティの維持、また災害対応拠点施設として維持する。
老朽化への対応は、建設年、緊急度（耐震性）、財源状況などを勘案し整備を進め、まず耐震化を優先する。施設更新（建替
え）の際には、公民館等他の施設との複合化、多機能化を図り適正な施設規模とする。

消防庁舎等の再編
人口動態を踏まえた消防需要、救急件数の増加等を考慮し、業務の運用方法等の検討を進め、防災拠点としての消防庁舎につ

いては、長寿命化を図りながら維持する。

職員住宅・教職員住宅の再編
職員住宅は、今後5年を目途に市営住宅等へ用途を変更することを検討する。教職員住宅は、施設の老朽化と、入居率が低下
していることを踏まえ、今後新たな施設の建設は行わず、募集停止や耐用年数を超えている施設を計画的に解体する。鬼無
里・大岡地区については、必要に応じて改修を行い確保に努める（へき地教育振興法）

個別施設の計画・施設名 計画の内容 計画の日程

篠ノ井支所【築48年】 「篠ノ井市民会館」を解体し、「篠ノ井公民館」「篠ノ井老人福祉センター」
と一体整備を行う。

H29～30年度建設・解体工事
H31年度外構工事

芹田支所【築19年】 「芹田公民館」と一体整備を行う。
H29年度実施設計、H30～31年度建設工事
H31年度解体・外構工事

更北支所【築39年】 増築・改築工事を行う。
H28年度支所増築工事、H29年度既存施設
解体、H29～30年度改築・外構工事

中条支所【築45年】 「中条公民館」「中条会館」「中条診療所」と一体整備を検討する。
H29年度実施設計、H30年度解体・機能移
転、H31～32年度建設・外構工事

芋井支所【築39年】 芋井地区モデル事業の中で活用策を検討する。

大門連絡室、バスターミナル連絡室 住民票などの証明書コンビニ交付等の進捗状況を踏まえ、廃止を検討する。

中央消防署【築35年】 旧勤労者福祉センター跡地へ新庁舎を建設し移転する。現庁舎は取り壊す。
H29年度、新中央消防署供用開始、旧中央消
防署を解体

防災市民センター【築28年】 消防体制の再編成のため、防災市民センターを「鶴賀消防署（仮称）」として
改築する。

H29年度、鶴賀消防署供用開始予定

西長野分署【築16年】 新中央消防署供用開始により施設を廃止。後利用を検討中。 Ｈ29年度廃止

松代消防署【築27年】 土留め崩落の危険性、地盤沈下及び狭隘化により改修が必要なため、今後の対
応策を早急に検討する。

若槻分署【築31年】

柳原分署【築25年】
北部幹線、東外環状線の整備開通後、出動態勢の迅速性を見極め、他の施設と
の統合を含む再編を検討する。

清掃センター【築35年】
長野広域連合の新焼却施設完成後、現焼却施設は廃止解体。
資源化施設・プラスチック容器包装梱包施設は維持。

リサイクルプラザは清掃センターおよび長野広域連合事務所として利用

H31～32年度、現焼却施設廃止・解体

衛生センター【築31年】 下水道の普及により、より小規模な施設として維持していく。

斎場、大峰【築1年】松代【築1年】

犀峡【築29年】旧裾花【築42年】
老朽化や稼働率などを勘案し、斎場の整理統合を検討する。
旧裾花斎場は後利用を検討中。

Ｈ34年度までに犀峡斎場の整理統合を検討

駅周辺整備局事務所【築23年】 長野駅周辺第二土地区画整理事業による近隣公園の整備に伴い撤去が必要。
移転先を区画整理事業区域内及び近隣で検討中。

H29年度、事務所解体
H29～30年度近隣公園整備

城山庁舎【築54年】
長野広域連合が、建設中の清掃センターへH31年度を目処に移転することから、
公文書館の移転先を検討している。
信濃美術館再建に伴う、城山公園一体の再整備検討の中でも在り方を検討する。

H31年度を目途に検討

職員会館【築32年】 効率的な施設管理のために本庁舎と一体の管理を検討する。 今後5年を目途に検討

もんぜんぷら座【築41年】
老朽化が進み耐震化も必要。入居者の負担増や中心市街地活性化等多方面の調
整が必要である。今後、資料作成や庁内調整を平成28、29年度に実施し、早

ければ29年度から入居者との協議等を始めていく。

平成 32 年度末 に 耐震化完了 を 目標とし 、
H29年度中には、補強と解体どちらで進める

かを決定する予定

9. 市営住宅等 本編111P

市営住宅等の再編
H29年度に策定する「第三次住宅マスタープラン」で公営住宅の必要供給量を改めて確認し、H25年2月策定した「長野市公
営住宅等ストック総合活用計画」を見直す。
市営住宅等としての活用が検討されている「従前居住者用住宅」や「職員住宅」についてもあり方を検討する。

個別施設の計画・施設名 計画の内容 計画の日程

東口仮住宅【築23年】 長野駅周辺第二土地区画整理事業の近隣公園の建設用地となるため廃止。 H29年度に撤去予定

従前居住者用住宅【築14～23年】
長野駅周辺第二土地区画整理事業の完了時期に合わせて、公共住宅としての管

理に移行を検討する。

10. その他施設 本編113P

ケーブルテレビ施設

（戸隠、鬼無里、信州新町、中条）

加入世帯、利用者が減少傾向にあり、老朽化や自然災害による故障も増加し、今後、維持・管理経費は増大が見込まれるが、
難視聴対策、地域情報発信のため、地区に必要な施設。

第四次長野市高度情報化基本計画に基づき、今後の運用管理の在り方と、今後の老朽化に伴う更新方法を検討するため、現状
の調査や課題整理を行い、平成33年度を目途に基本方針を策定する。（既存施設の冗長化、戸隠情報通信施設及び鬼無里情報

通信施設の更新、信州新町情報通信施設及び中条情報通信施設の更新）

長野駅前立体駐車場【築24年】
今後の収支状況を見極め、利用状況をアンケート結果などで把握する。H28～
29年度の収支や利用状況を基に、廃止を含めて今後の在り方を検討する。

H30年度までに検討

11. オリンピック施設 本編115P

スパイラル【築21年】 H28年度中に、地元関係者・スポーツ庁・競技団体などに説明し、公共施適正化検討委員会（審議会）の検討を経て、H28年
度内から29年度の早期までを目処に今後の施設の在り方について方向性を決定する。
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